
  

第四章    雇用事情の悪化と失業問題
第一節   雇用の実態及びその推移
一,   序 説

先に述べた様に,雇用者数,即わち,正確には被雇用者は,国勢調査に依れば昭和二二年には,一二,一三九,〇八
一であつて,戰前一五年と比較すると一六・三%の低下を示して居り,それ故,当然最も多くそれを擁してい
る製造工業,鉱業,運輪通信業,電気ガス水道,建設工業等において,昭和一五年の総数,約,八五五万に対し,昭
和二二年には,七四二万と,相当数の減少を示している。この減少ということそのものにも一應問題があ
る。即わちここでは比較の技術的関係から一五年を一應基準としているが,一五年は戰争過程にあり,重工
業を中心として産業規模が,既に相当拡大されその反面において農業人口の分解縮少が,中小商業の整理,そ
の産業人口の縮少が開始される時期であつたのである。

雇用者及びその比率
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そこで我々は,全般的なかかる被雇用者の姿は捉え得ないが,一応,すべての基幹をなしている製造工業にお
けるそれについて,工業統計表から,昭和八,九,一〇,三ヵ年平均を基準として諸分析を試みる。先ず雇用の
趨勢は五六頁表の如くである。

前表について見れば,実数に於いては工場総計(五人以上使用工場のみ)昭和八-一〇平均,二三七万それ以後,
戰争過程の進行と共に著しく膨張したが,二〇年一二月には,終戰に伴う大量離職によつて,二二二万に減少
し,二一年には三三二万,二二年には三五四万へと逆に戰前の五割弱の増加という数字を示している。
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そこで更に詳細に産業別に個別的に見るならば,雇用人員の縮小している産業部門は大体紡績工業及び,印
刷製本のみであり,其の他は相当の増加を示している。中でも製材木製品工業は四倍半,機械器具工業は三
倍,金属工業化学工業では二倍半という様になっている。又これを,金属機械を中心とする重工業と紡績其
の他の軽工業を中心とすれば,次の通りである。但し,労務者職員を含む。

即ち以上に見られる様に重工業部門の雇用人員は,終戰直後も昭和十年に比較すれば相当大であり,二一年,
二二年になるにしたがつて二倍半弱へと達しているに対し,軽工業部門においては,終戰の時は約半分,その
後次第に回復して二二年にはほぼ昭和一〇年頃と同数に達せんとしている。

我々は先に,産業人口の地位別就業者の変遷について,終戰と共に重工業部門に大量離職者の放出と,その一
挙的縮少を見た。そして消費財を中心とする軽工業部門はすでに戰時中より圧縮を受け就業人口の極端
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な収縮の事実を検討したのであつた。しかし前述の如く,戰前に比較し重工業部門の雇用が軽工業より,相
当高度にあるが,それは昭和一〇年以後の戰争過程に於ける重工業の発展の諸影響がまだ強く残つている
ことを示すものである。消費財部門は徐々にではあるが,昭和二二年に入り,戰前と同水準に達せんとして
いる。一應,これらの部門は元来の雇用の低位によりその恢復も早かつたと言えよう。しかし,重化学工業
への重点的諸経済政策の適用は,戰後の雇用を該部門に於いて高いものとしている。

雇用は,その経済構造,経済発展の諸運動法則に敏感に反應する。雇用は労働力の生産過程への充用として,
特に生産との諸関連において,更に企業の成立そのものとの関係において考えられねばならない。労働過
程は同時に企業を成立せしめて行く過程でもある。

しかし先ず,戰前,戰後の雇用の質的な実態をそれ自身として検討することにする。
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第四章    雇用事情の悪化と失業問題
第一節   雇用の実態及びその推移
二,   労職別構成の推移

今工業統計表によつて,全従業員中の労務者と職員の構成率を示せば,次頁表の如くである。

労職別構成

上表に依れば昭和一〇年頃,労務者九○%,職員ほぼ七%という構成を以て遂行されていた生産活動は,戰後
昭和二二年には,それぞれ七七%,一八%という構成を保ちつつ行われていることが分る。職員の相対的増
加は,経済労務その他の統制事務の増加による不可避なものであるが,同時に,職員と労務者との間の雇傭の
弾力性の相違からして,これを労務動態の一指標として見ることもできる。

戰争直後の昭和二〇年を見れば,機械器具,金属工業部門の労務者の終戰による大量離職が明瞭にうかがわ
れ,其の他の紡織工業,食料品工業においては,戰時中極端に圧縮された部門としてかかる傾向は当然見られ
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ない。逆に職員を中心として見れば,金属,機械工業では,職員は相対的に離職者少く,其の後構成的には減
少が示されているが,紡織,食料品工業に於いては大きな変化はない。このことは即わち,戰後の経済諸事情
からして,一應職員の相対的に高い比重が維持さるべきであり,その中なお過重に重い産業部門に於いてそ
の労務構成的減少乃至,それに相当する労務者の増員が示されることを明らかにする。

この産業部門間の労職の時期的変動を更に明らかにするために,昭和八-一〇年を一〇〇とする各年次推移
を検討すれば次の如くである

労職別推移

上表より,昭和八-一〇年に比して,昭和二〇年には従業員(この場合は労務者,職員の他に徒弟見習其の他を
含んだ全員を指す)が,九三%に減じ,やがて二二年には一五〇%迄増加しているのであるが,この間,労務者
は八〇%に減じているにも拘らず,職員は戰前の二五七%という数字を示している。而してその後二二年
迄は労務者,職員共に増加しているが,そして職員は戰前の約三・八倍に達しているが,しかしこの増加率は
やや労務者の方が高いことは,先に見た労務構造の比率より知られる。金属,機械器具においては,戰後も,
戰前より高い雇用が維持されているが,紡織工業及び,食料品工業においては戰前に比し紡織工業三〇%弱,
食料品工業七〇%強となり,昭和二二年には,前者は六〇%,後者は戰前の水準を突破し,一二〇%強となつて
いる。この間分労者,職員共に増加しているが,むしろ,労務者の増加率の方が少い様である。製材木製品工
業については,これらの傾向が特に著しく観取される。即わち,年次別にその推移を見れば,二〇年には戰前
の二四五%,二二年には四五〇%強となり甚だしい増加率を示している。而して,労務者は,二二八%より三
八五%へ,職員は四七七%より一〇三二%へと驚くべき増加を示している。而るにこの傾向は労務構造よ
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り見るならば,労務者の減少,職員の増大となつて現われる。

我々はこれらの数字のみにより,労務者が減少傾向にあるのか,職員が減少傾向にあるのか,其れらの絶対的
な傾向については明らかにすることが出來ない。この関係を分析するには,経済の動向そのものの分析が
必要となる。
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第四章    雇用事情の悪化と失業問題
第一節   雇用の実態及びその推移
三,   年齢別構成の推移

年齢別労務構成については,戰前,戰後を比較する技術的な便宜のため,資料としては,昭和一五年の工場,鉱
山,交通事業場及労働者数調(内閣統計局)及び,大阪労働基準局の調査に依り比較することとする。但しこ
の比較も規模別の点において厳密な比較をすることは困難である。それから,「工場統計」については,そ
れに,ふくまれる産業が各々調査に依つて異なるため用いないこととする。なお毎月勤労調査においても
若干調査されているが,賃金調査を主とするため,年齢区分が女子においては細分されていない。しかしこ
れによつて戰後の両調査の傾向を見ても大体大差はない様である。

労働者年令構成
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先にものべた様に右表に依る比較は,昭和一五年との比較である点を注意せねばならない。そこで両年度
を比較すれば,重工業,基幹産業と思われる金属機械においては,全労働者中ニ○歳以下の占むる割合が一般
に非常に高いことが注意せらるべきである。

先ず男子について言えば,特に機械器具工業において,その四二%が二〇歳以下を以て占められ,二〇歳より
三〇歳までのものが即わち二〇代のものが比較的少く,三○以上が,それに比較して若干多いことである。
これは,戰争による兵力動員の結果も大きいと思われることは,他の種別を異にした工業部門においても同
じ様な傾向が見られることからも分るが,更に,軽工業を中心として言えば,重工業に比較して,若少努働者
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数は比較的低率であり,中年齢層のものが比較的比重を占めていることが特徴的である。

更に重要なことはこの重工業中心の二〇歳以下,若少年齢層労働者は,戰争体制への日本経済の轉換に依り,
労働者として新しく形成された労働力分野であり,具体的には,養成工,年少見習工,徴用工等々であつたと
いうことである。それらの給源は詳らかでないが,農村,都市から排出された,その分解過程と並行する,新
形成労働力軍であることは前にも触れた通りであり,その展開,拡大再生産の一〇年を経て,その間に大きな
異動関係はあるが現在ほぼ中堅的労働力層を形成しているということは留意せらるべきことである。

女子については勿論戰前も戰後も二〇歳以下の若少労働者に最重点がある。唯少戰後はその比率を減じ,
二〇代年齢層のものが多くを占めている。

例えば前表紡織工業部門を見よ。これは,戰後農村の女子家族労働力の高比重と対比せしめて考えねばな
らぬであろうが,更に戰前見られなかつた傾向として,三〇歳以上の中年齢層の女子労働力が相対的に増大
していることである。

一般に,男子,女子労働力の戰後形成は,前述の如く戰時中の,中小商業者の轉廃業人口,農村人口の工業化等,
戰前の産業人口の激越なる変動の経過を経て居り,戰争敗戰に依る,労働人口の分解過程を決定的に経験せ
しめられて來ていることは忘れてはならぬことである。それにも拘らず,敗戰に依る日本経済のあり方の
逆轉,破壊,喪失総じて,日本経済の再生産過程の上にこうむつた激甚なる変動はこれらの分解を更に加速度
的に拡大せしめて行つている。と共に,非常に廣汎な,根深い労働力そのものの荒廃化を伴つて現象してき
ている。

前表にも見られる様に,戰後とられたいろいろの労働諸政策の影響もあるが,重工業部門を中心とする工業
労働力における若少労働力の比重の減少は,一面戰前の幼少年労働者の過度な労働の消滅を意味するが他
方に於いては,該年齢層の浮動化,非生産力化の一指標ともなるものではなかろうか。これらの点は直接に
は以下の工業労働力の熟練程度,勤続年数,出勤率更には労働者生活の問題からも考えて行かねばならぬで
あろう。先に,労働異動の問題としては,その項目に於いて述べた通りである。
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第四章    雇用事情の悪化と失業問題
第一節   雇用の実態及びその推移
四,   勤続年数別構成の推移

戰後勤続年数の低減熟練度の低下に関しては石炭部門をはじめとして,各産業について言われているとこ
ろである。非常に部分的な数字であると思われるが,先に用いた大阪労働基準局の調査を現在の数字とし
て用い,戰前のものとしては,昭和一〇年の内閣統計局の労働要覧に依つて見ることにした。すると次の様
な結果が得られる。

平均勤続年数

上表より見られる所は,男女共に勤続年数に於いて全般的な低減現象,殊に女子においてのそれが見られる
ことである。一般的に言つて,勤続年数経験年数が熟練度の指標となり得るかどうかという事は日本の様
な特殊労働事情下に於いては疑問である。即わち,作業の未分化,多能工的色彩の濃い労働力の性格は,単一
職能としての熟練度を標準化することを不可能ならしめる。特に機械体系と結合していない多分に手工
業的な,個人的体験や,コツを主体としている場合,なお更である。

だが一應この指標が一傾向を示唆していると見て,前述の労働者平均年齢の戰後の高さと考え合わせて見
るならば,戰後の労働層には,相当に他産業,他職業よりの轉業も含まれ,特に,二十才以上,三十才以上の中堅
層にそれが多く含まれていることが推察出來る。

熟練度の低下,不熟練工熟練工の差の縮少,あるいは,不熟練工の一般化は,労働経済のあらゆる面に関連を
及ぼす。労働の生産性労働災害,賃金,労働者生活の低下,矢業,潜在失業,組合,争議等々。総じて,労働力面の
危機,労働者主体性の鋭化と同時に一方では荒廃化の種々の面をもたらす。
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第四章    雇用事情の悪化と失業問題
第一節   雇用の実態及びその推移
五,   規模別労働者構成

規模別に見た労働者の戰前,戰後の構成は左の通りである。

労働者規模別構成

規模別労働力推移

上表により,我々は,戰争の進展に伴い,中小規模工場の比重の減少と,大規模工場中でも千人以上使用のそ
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れの比重の増加傾向と,終戰後再びその逆の比重に変化したことを知る。

我々は,各種の角度より労働力の構造変化を視察して來た。特に労働力面における分解過程,新労働力軍の
形成,その帰趨を捕捉すべく努力して來た。

それらの結果より,大体において,これら歴史的な時期々々における膨脹及び縮少は,単なる諸配置の轉換-
変化のみと考えるべきではないことを知つた。戰時中の大規模工場の労働力膨脹は,それに照應する新労
働力軍の形成を意味し,戰後の縮少も又同じ意味を表現する。

右に掲げられた二表は,各規模別の労働人員推移である。先に述べた構造の変化は,全体的な量的変化の上
に実現せられているものであるから,その量的変化を見なくてはならない。これによつて見ると,千人以下
の工場では,昭和一五年迄にほぼ五割弱の膨脹を示したが,その後,戰争過程において諸圧迫をうけつつも現
状維持をつづけて,終戰を迎え,敗戰は,二百人以下の工場については,大きな減少を見ていない。

その反面,千人以上の工場は,戰時中,変則的驚異的膨脹を示し,終戰と共に,減少,後退を経験している。
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第四章    雇用事情の悪化と失業問題
第二節   雇用の問題

労働は,労働力の一定の生産における具体的な生産活動として消費され,生産的消費として,生産物に具体化される。
我々はこれを生産的労働と言つても良い。しかるにこの生産的労働は,労働対象と労働手段,一般に生産手段と共に存
在し,それと共に消費される。具体的には,原料,半製品,様々な,主材料や補助材料,それと共に,様々な科学的な力を應用
した器具や機械,これらのものとの有機的な結合において全体的に生産的消費が行われる。労働力の消費過程は,これ
らの存在なくしては行われ得ない。だから,これらの組合せ,要するに枝術-生産の方法が一時期,一社会を特徴づけるも
のですらある。その発達の程度は,即わち,歴史の発達,社会,経済の発展の指標ですらある。この様に,ある特定の時期に
おいては必ず,それを基礎づける,これらの生産手段と労働との組合せが存在するが,一方又,この生産的労働の存在なく
しては,これらの生産手段の生きた存在も不可能である。

これらの点から觀察すれば,戰後日本の実状は如何であろうか。

先の序述によつて,労働力の質的な側面として知り得た所は,(一)戰前に比較し,労働構成において戰後の職員の占むる
比重が非常に高いこと,(二)年令構成的には,戰後のそれは,若干高年齢の比重が高くなつていること,(三)勤続年数は一般
的に著しく低下していること等を知り得た。そこから種々の戰後雇用に関する問題の生ずることを考察した。

更に,戰前戰後の雇用構造の相違は,戰争過程中尨大に拡張された重工業部門の雇用が一應終戰と共に巨大な離職者を
放出して縮少し,戰時中極度に圧縮された平和産業部門,消費財生産部門は,徐々にではあるが,戰後の過程を経て次第に
戰前基準に近づきつつあることは先に示された通りである。だが,重工業部門も縮少したとはいえ,まだ軽工業部門よ
りも相対的には大きな比重の雇用量を保つている。

この様に質的に見た相違は各方面について考えられるのであるが,企業経営そのものの成立との関係に立つ労働力の側
面,生産過程における一般的な量的な問題としての側面に関しては如何に考えられなければならないか。

先ず生産は労働生産性の項に於いても示された様に,一般に戰後はその四分の一乃至二分の一という様な低水準を保つ
ている。しかるに雇用量は先にのべた如く,高い水準を保つている。

賃金は,一應名目的には二二年にはその三二倍,二三年には九〇倍という様に大きな水準を示している。しかし,実質的
には大巾な低下を示しているのであり,労働力の再生産の場としての一指標たる生活費は戰前の二三年末で四二%,食
料品費の全費用中に占むる割合は,非常に高い水準を占めている。

総じて賃金の名目的上昇-インフレーション-雇用という関係は,戰前では,ことに第一次大戰後は資本蓄積への一方策で
あり得た。しかし第二次大戰後の今日においては,もはやその機能を果し得ない。生産は,固定設備の喰つぶしと磨滅
の上に,企業は,資材ストックの販買による流通面からの利潤と,財政面からする諸資金と,物債体系の上に,見込的雇用を
つづけて來たにすぎない。

生産の技術的な組成及び方法,労働時間,操業又は稼働日数,或いは労働能率に変化のない時には,雇用量は生産量と,ほぼ
平行的に増加しなければならない。

しかるに,労働日数及び時間に関しては,次表の通りである。

労働日数及び時間
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この様に僅かに最近増加傾向が萌芽的に現われはじめた様であるがまだ著しい変化はない。

労働の熟練度に関して社先に,勤続年数に示した通りであるが,異動率の若干の減少はその増大への一應のあらわれと
して考えられるかも知れぬが,これも大きな影響は與えていないであろう。

更に資本設備の更新,補修等に関しては,一流大工場以外にはほとんど見るべきものがないであろう。尤も最近は商工
省の統計によれば補修費は増加の傾向にはある。

労働力人口調査(単位千人)總理隠統計局
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雇用指数
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これら一連の萌芽的な生産増加への積極的な傾向は雇用量の増大を阻止する原因であると考えられるが,それらは未だ
顕著な傾向ではなく,戰後の雇用は,大部分を先にも述べた如きインフレーションによる実質賃金の低下として見込雇
用が維持され得たことを示すものである。

ここで一應便宜のため戰後の雇用傾向として雇用指数を示せば前表の如くである。

即わち製造工業全般において雇用量は,二三年末において一〇三七を示し,鉱山業においては,一一八三を示す。

其の他交通業においては,一〇九二,商業においては,一一四,〇という数字を示している。
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一般的に言つて,生産活動の相対的な増加の速度に比べて,雇用量は停滞をつづけているのである。

そしてこの様な雇用と生産の不均衡は,別言すれば雇用そのものの内容と共に,戰後深い危機中で全般的に滲透せしめ
ているものと見られなければならないであろう。

扨上述せる様に,生産と雇用,生産過程における種々な要素の関係があるが,労働生産性の項でも述べられた所を総合し,
生産過程における戰後の諸特徴は次の如く要約される。

1 設備の老朽化並びにその更新の停止状態 

2 設備の維持並びに將來の拡張への諸意図 

3 原材料,燃料,動力の不足及質的低下 

4 実質賃金の低下 

5 熟練度の低下 

6 勤労意欲の低下 

7 労働時間の短縮 

右を総合すれば,ある程度の労働力の不足はあるにしても,これら諸要因を代替する人力の大きな過剰ということは直
ちには結論できない。

然るに労働過程は,即わち,價値の造出過程,具体的には企業成立のための基礎條件でもある。一般に生産力の増大-債値
の進出-資本の蓄積-国民分配という形において,経済再生産過程は捉えられねばならないと思われる。我々の雇用に関
する視点は,この立場から,国民総資本の立場に遷らねばならない。この問題は困難である。

とに角,企業整備,企業合理化,或いは人員整理という言葉が,嘗てと同じ様に喧しく論ぜられている。我々はこれまで,戰
時より戰後への雇用人員の変遷を各部門に分けて諸特徴を検出して来た。しかるに,戰時の諸企業の実状を概観すれ
ば,それは,中小工業,消費財生産部門における犠牲のもとに,重化学工業における大工業が異常に膨脹したものであつ
た。しかるにこの膨脹は,例えば,繊維工業の中小工業に於ける機械設備の供出等,生産設備そのものの縮少さえ強行さ
れた上に行われたものであつた。それ故,戰時経済過程は,縮少再生産の過程であつたと言つて間違いはない。

ところが,終戰と共にこれら大工業の破壊,休廃止,荒廃と共に,一挙昨的平体制への切替えが遂行される。決定的再生産
構造の縮少と,それにも増して重要なことは,本質的な経済機構の変換が要請せられることである。

この間とられた政策はインフレーションである。企業の再建整備はインフレーションにより,禰縫化され,一時を糊塗
される。戰争過程を通して現出した縮少再生産と名目的な資本の擬制的膨脹は益々強化される。実質上の資本の蓄積
は停止しその喰いつぶしが一般化される。そして更に,企業の整備は諸経済政策の実施にもかかわらず今も戰時の跡を
引き,廣範囲に渡つて実行されていない。

しかしこの様な禰縫化も,永く経続されることは出來ない。それを解決するのは恐慌である。

我々は企業の立なおりを通じて,積極的に日本経済の再興がなされねばならないと考える。この様な状況下に,企業三
原則,経済九原則の実行が呈示される。

然るに問題なのは,この合理化がただちに人員の整理と結ばれていることである。企業の倒産と縮少は失業者の増大,
労働條件の悪化,ひいては更でだに荒廃せる戰後日本の労働力の荒廃に拍車を掛ける。恐慌にともなう経済の諸困乱と
不生産的浪費。不生産的労働の増大。これらは直接日本経済の縮少,崩壊に導くものである。

1 新資本設備の注入,技術水準の向上。 

2 労働者の生活條件と労働環境の改善。 

これらの点が要請せられねばならない所以である。
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第四章    雇用事情の悪化と失業問題
第三節   労働市場の悪化
一,   序 説

雇用の悪化の諸事情は,失業をも含めた,全般的な労働力としての問題でなければならない。それらの現象
の端的に現われる場所として先ず労働力市場の問題を見よう。元来後にも示す様に,日本において労働市
場なるものがどれ程の範囲で成立しているかそれ自身一つの問題である。一つは自由な労働力の販買と
取引そしてその荷いてである近代的労働者の存在。一つは之れが如何に発達し組織化されているかとい
う問題である。この市場の狭隘は,あらゆる労働経済の諸問題の取扱いに於いて問題を與えるものであ
る。ともあれ,我々は戰後を中心としたその実態を見て行こう。

終戰後報酬を伴う私的な労務周旋等が禁止されて,労働市場は,公共職業安定所に依つて組織化されること
になつた。勿論,公共職業安定所がすべての労務の需要供給の調整を行つている状況にはなく,未だ相当の
部分は,それ以外の,例えば,縁故募集とか新聞廣告とか云う如き手段によつて行われているのであるが,少
くとも,この職業安定の面から,労務の需給は如何に行われて來たか。

労働省職業安定局の職業紹介状況報告によれば求人と求職の推移は如何であるか。先ず求人数について
云えば,その変動は甚だ不規則であるが,大きく見て二〇年以降次第に減少して來ていることが見られる。

求人数の推移
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之を,二〇年平均,二一年平均,二二年平均,二三年平均(七月迄)を取つて指数化して見ると二〇年 二一年 二
二年 二三年(七月迄)求人数一〇〇・〇 七四・五 六九・四 六二・五右の如く明かに求人数は,二三年の七
月迄でも低下の傾向を示している。それ以後に於いても低下の傾向を続けていることが報告されてい
る。

一方,求職数の方は如何なる推移をしているか。之は,矢張りその変化が不規則ではあるが,二〇年以来二二
年迄は一應低下したまま大きな変化は見せなかつたが,二三年に入り三,四月で二〇年の線に戻り,以後七月
以降は相当大きな増加傾向を示していることが見られる。(これに見合う七月以降の適確な資料がないの
で表示出來ないが)

求職数推移
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同様各年平均をとつて指数化すると,二〇年 二一年 二二年 二三年(七月迄)求職数 一〇〇・〇 九五・〇 七
八・一 九三・四要するに,求人,求職共,二二年迄は甚だ不規則であり,共に低下傾向を示したが,二三年に入
つて,その傾向は相反する様になり,求人の低下に対する求職の増大が明らかになつている。

右が,求人,求職数各自の推移であるが,之を基として,労働市場に於ける労働力の需要供給関係そのものの
推移を見る爲に,求職-求人を取つてその推移を見ると,次の如くなる。

求人求職数比率の推移
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即わち二〇年,二一年にあつては求職者数は求人数の半分程度であつたが,以後次第に増大し,二三年殊に
六,七月以降は完全に求人数を上廻つている。即わち労働力の需要に対して,その供給が過剰になつて來た
ものと云えよう。

之を正に裏書きするのが就職率の推移である。(求職者数に對する就職者数の比率)

就職率推移
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右の如く大体二一年に於いて五五%-六八%であつた就職率が二二年二三年と次第に低下し,殊に二三年六,
七月以降(表示せず)に於いては大きく低下している。

以上に依つて一應明らかな様に,求人数の低下に対して,求職数は,二三年後半増加傾向を強く示し,量的に
も求職数が求人数を上廻り始め,就職率も又低下の傾向を続けている。

労働市場に現われる労働力の需給関係は,右に述べた様に,既に,不均衡の状態を示して來た。求職数の消化
は求人数の増加に俟たねばならない。然るに前述した様に産業の合理化に伴う人員整理の行われんとす
る時,求人数の上昇は期し得べくもない。益々増加を豫想される求職者数,労働市場の悪化増大,失業労働力
の増加が豫想される。

二 労働力の需給を公的手段で行うのは,労働市場に調整を與える点で重要であるのは云う迄もない。公共
職業安定所はこの労働力需給を組織的に実行して,私的な封建的周旋等の悪弊を一掃せんとして設立拡充
されている。では,この公共職業安定所が,労働市揚で占める比重はどの位であるか,云いかえれば,一定期
間中の全産業増員数の中どの位が公共職業安定所を通じて採用されるかを見ると,雇用状態調査に依れば,
二三年九月で,全増員中の一三・二%が公共職業安定所を通じて採用されている。即わち,之は結局安定所
の利用率とも云うベきものであるが,未だ現段階では一割三分位しか,活用されていないのであつて,一〇月
以後も大した変動は見られない。

(一〇月一三・五%,一一月一二・五%,一二月一三・二%)前述した様に,労働力の需給は公共職業安定所に
依るものの外,所謂縁故募集とか個別に新聞廣告に依るもの等が非常に多いのであつて,この事は,右の数字
の示す所に依つて明らかにされる。

さて一方から言えば,組織化された労働市場の悪化はそれ以外の場所における需給関係が廣いこと,更にそ
こには封建的な経済外的な諸要素の入りこむ餘地が多いことにより,この需給関係の悪化を二重三重に悪
化させる。この労働市場の悪化は,前述の雇用事情の悪化,失業の増大と直接につながつている。
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第四章    雇用事情の悪化と失業問題
第四節   戰後失業の規模と推移

失業問題は既述の労働力人口,雇用等に関する諸事情の綜合されたものであり,更にそれは戰後の日本経済
の矛盾の集中的表現であるといえよう。即わちそれは雇用の質的な量的な生産過程における諸矛盾,労働
市場の悪化等に示される傾向と共に,現下の労働事情においては蓄積関係における構造的な問題として,全
経済的な問題としてあらゆる部面に失業問題が潜在している。例えば,農業人口の異常なる膨張,その中で
の家族従業者の圧倒的に多数の量,又個人業主,特に製造販買面,流通面における数字,更に,無業者として計
上されている生産年齢人口の中にも相当大きな量の失業が含まれているに違いない。しかし一應存在は
するが唯数字の上には示されない之ら失業者があるとしても,若しその様に顕在的に事実上何等かの方法
を以て捉え得るなら問題はそれ程重大とは言えないかも知れない。重要なのは,之ら失業者が,潜在化し,目
に見えないそれとして,それより発する労働経済上の諸疲弊があらゆる方面に滲透する場合である。

一般的に言つて,労働時間の慢性的な過労に陥らない様な社会的客観的な標準が維持され,標準としての熟
練と能率が存し,その上に労働力の再生産が順当に行われて行く生活水準が保持されている場合,失業は,捉
えられるものとして雇用と直接対比して明瞭にあらわれる。保護組織のある場合は,失業保険等分受給者
あるいは,社会保障制度による被保護者として現われ,それが無い時は自己の貯蓄により一時的に生活を維
持する失業者等として現われ得る。失業は労働力蓄積の一体系,及び労働力全般の一体系,として明瞭に捉
え得る。しかるに,現在の戰後の経済においては,例えば賃金において世帯主の家計上に占める収入の地位
の低下が端的に示している様に,これらの諸條件の実現は困難である。即わち先に雇用の項でも少し述べ
た如く,一つは低賃金,戰前の四二%という生活水準の低さ,そして一方において漸次増加する賃金の不均
等,更に蓄積それ自身の不均等,機械器具,金属,造船,等々を中心とする主動的大工業の周囲に,それらの下請
となる中小工業,雑品工業等の低賃金過度労働の産業部門が廣大に存在しつつある。

戰争直後は確かにインフレーションの経過と,大工業の自失状態の下に新状勢に機敏に対應できる中小工
業部門の賃金は大工業に比して相対的に良好であつた様である。しかるに部分的な調査ではあるが安本
第二次白書に引用された大阪商工会議所の資料に一應示されている様に,賃金は二三年秋頃を轉期として,
大工業の賃金上昇率よりも低位を示しはじめている。

更に賃金体系に於いて請負,出來高賃金部分の占める比重,更に,時間についていえば,一般的には長時間労
働が特徴的で,労働日は次第にこの様な方向への徴候を現わしつつある点は注目すべき現象である。

それと共に,不安定な就業状態,戰後の特徴として,流通部門に存在する種々の就業形態,農業の家族従業者
の増大等々によつて示される。

更に失業保険の実質を見れば,最近その受給者が増加しつつあり,それ自体失業の増加傾向を示唆するが,根
本的問題としてはその受給者のあまりにも少いことである。即わち,失業保険金の初回受給者は次表の如
くである。
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以上に見られる様に,月々の実受給者数は,調査表の関係より分らないが,減少人員を一應問題にせず,総受
給者数を見てもほとんど問題にならぬ程少いのである。

以上の様な場合には,失業は目に見えるものとして存在するものでなく,上記の諸方向への傾向を強めるも
のとして考えられる。

更に,農業における蓄積の相対的減少,人口過剰としての潜在的失業の増大。これらは一般的な戰後失業の
諸傾向きして一應考えられ得る。

しかるに,上にも述べた如く,これらの諸要因は,戰時過程における再生産機構の縮少と,それに伴う労働力
の荒廃,その一挙的な終戰による諸矛盾の激発の上に,問題が提起せられる。尨大な離職現象は,労働力体系
にあらゆる混乱をもたらし,嘗ての失業は内容的に種々の特質を享ける。闇ブローカー,露店商,浮浪者,戰
災による生活困窮者,未亡人,孤児等々。そしてこれらの浮浪的諸傾向を戰後の労働力は大なり小なりうけ
ている。

更にそれとの言わば,尨大な失業以前的な失業形態と共に,戰前の生産基準に対して高々三〇%乃至五〇%
の生産規模の上に実現せられている失業,潜在的失業の諸傾向は今後,失業の性格を規定するものであろ
う。

扨,戰後失業の実態及びその推移を示せば次の如くである。

即わち,昭和二〇年一一月一六日の厚生大臣の閣議要望事項中に示されている復員及失業者推計として挙
げられている所は上表の如くである。

この数字は將來の豫想をも含み,更に,失業者ではなく,さしあたりは離職者そして計上されるべき数字であ
る。しかしそれにしても,その数は全労働力の三,四〇%に上る尨大な数字である。
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而して,其の対策として取らるべき政策は,

1 前職復帰 

2 女子,高年齢者,年少者を可及的に男子壮年を以て代替せしむべきこと 

3 新規要員は地元居住者を充つること 

4 知識階級の地方民間研究機関への雇用 

等,消極的なものたるにすぎず,依然として失業救済的色彩の濃いものであつた。

この間,その年一二月に調査された国民登録によつて,一應失業の実態を把握すれば,先ず,前回昭和二〇年
五月の国民登録における無業者に比較せる今回の増加分二五九万三千は一應失業人口と考えなければな
らぬ。若しその中前職あるもののみを取り出すならば,失業者として最低二五〇万が考えられねばなら
ぬ。

この他,失業としての登録洩れ,商業闇ブローカー,進駐軍関係の日傭としての登録も又,失業者として考え
なければならぬふしが多いといわれている。

要するに上述の無業者以外に,二〇〇万,計四〇〇万-四五〇万が失業人口として考えられねばならなかつ
た。

所で,翌年四月一六日の人口調査に依つてなされた失業人口の実態は上表の如きものである。

右の表によれば,失業者乃至潜在失業者として失業者と一日乃至七日就業者を合計すれば,二百五十五万五
千四百となり,これに八日-一九日就業者をも含めれば,四百七十五万一千七百という数字を示している。

其の後,この人口調査と相前後してなされ始めた失業指数調査に依れば,次表の通りである。

この調査は調査方法に諸困難が存するため一應の数字として考えるべきであるが,相当廣汎な失業数と,し
かもその減少傾向を示している。

失業率及び指数
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ついで,昭和二二年には国勢調査として悉皆調査がなされたが,今これを戰前の昭和五年と比較すれば次頁
の表の如くである。この外に部分就業者,即わち,同調査の規定による現在収入ある地位についているが,生
活のためなお収入を必要とするものの数は,三百九十七万九千六百三十となり全労働力中一一・五一%を
占める。
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又これは,全産業の雇用者及び家放従業者の一六・〇二%をしめ先に就業人口構造の部分に於いても述べ
た様に大半,農林水産業部門に含まれ,次に鉱工業及び流通部門に含まれていると考えられる。その比率左
表の如し。

而して,各産業別に,その有業者に対する比率を見れば,鉱工業では,その雇用者及家族従業者数に対し,一
八・六五,%,商業では,就業者に対する一八・四九%,サービス業では同じくその就業者に対する二〇・九
七%であつて,以上の一連の関係は,それらの産業において,潜在失業と見られるもの,場合により顕在失業
としてあらわれると思われるものは,六人に一人乃至五人に一人という数を示しているのである。

所で,サンプル調査法による調査として総理庁統計局でなされている労働力調査に依つて失業傾向を見れ
ば,次表の如くである。

該表によれば,失業者数は逐月減少し,失業率も逐月低下の傾向を辿つている。勿論本調査には例えば,昭和
二三年一月には,一週一時-三四時間未満の就業者として九〇八万,一一月には四三四万のそれが計上されて
いる。即わち相当数の部分就業者の存在を察知せしむるものである。しかるに失業数のこの減少は如何
に考えるべきであろうか。
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失業者数及びその比率

一つには調査方法にもあるが,元來,逆説的な言い方であるが,日本の如き,特に現下の如き困難な経済状勢
下においては,経済の困難に比例して失業は顕在的体制をとらず,益々内肛化して行くことを示すものであ
る。逆に言えば,この様な制約下においては経済状勢の一應の正常化が失業数の増大を示すとも言えるの
である。

要するに,雇用部面の矛盾,労働市揚の悪化,雇用の縮少傾向は,一部顕在失業者を増大せしめつつも,一部に
於いてこの種の見えざる失業をますます増加させ,ひいては社会的な危機を増大せしむる一要因となるも
のであろう。

即わち,最後に失業保険により,現下の失業情勢を一應示せば,次の表の如く,実数はまだ少いながら,非常に
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増加する状勢にあるのである。

扨,以上を要約すれば

失業保険からみた失業者数の推移 註 労働省職業安定局調

1 戰後の禰縫的インフレが次第に終熄し,一部では過剰生産という形で,恐慌の接近を示してきている
こと。 
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2 この間,雇用事情は益々悪化しつつあること。 

3 企業整備は人員整理という形で進行し,失業者を増大せしめんとする傾向にあること。 

4 戰後の失業は,顕在的には増大せず,潜在的に内肛していること。 

5 その範囲は非常に大きく,この部面から社会的危機の増大の諸契機をあらゆる経済面に於いて滲透
せしめつつあること。 

6 戰後の規模と比較すればその率も相当高いこと。 

7 最後にこれらの失業乃至潜在失業人口は,戰前の如く国外への排出,過去の蓄積等の手段による解決
はなく,極度の生活程度の低位,縮少された経済の再生産機構の上に実現されること。 

8 最近,潜在失業人口の増大と並行し顕在失業人口が増大しはじめていること。 

以上の諸点等に要約されるであろう。そしてこれらの諸事象は戰後における雇用失業問題の容易ならぬ
実態を示すものに他ならぬ。
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